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          開 催 概 要             

＜２０２５年度第１回 町田市デジタル化推進委員会＞ 

１ 日 時 2025年 8月 4日(月) 18時 00分～19時 00分 

２ 会 場 オンライン会議 

３ テーマ 「町田市デジタル化総合戦略２０２４改定の方向性について」 

４ 委員 

   庄司 昌彦 武蔵大学社会学部教授 （委員長） 

  横田 明美   明治大学法学部教授 

  三木 浩平 総務省デジタル統括アドバイザー 

５ 傍聴者数 １６６名（市庁舎内傍聴会場：０名、オンライン：１６６名） 

６ 事務局 政策経営部デジタル戦略室 
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        榎本副市長・ＣＩＯ 挨拶            

こんにちは。東京都町田市副市長、ＣＩＯの榎本です。今回も、アバターで出演していま

す。 

 

 皆様、本日は、ご視聴いただき、ありがとうございます。また、委員の皆様、よろしく

お願いします。 

 

さて、本日のテーマは、「町田市デジタル化総合戦略２０２４の改定のポイントについて 

～ 生成 AIのトレンドを踏まえた DX戦略を考える ～」です。 

 

町田市は、全国に先駆けて３Ｄアバターとチャットしながらオンライン手続が検索できる

「ＡＩナビゲーター」を導入するなど、生成ＡＩの利活用を積極的に進めてまいりました。 

 

本日は、進化が目覚ましく、デジタル庁の「重点計画」の中核をなす要素ともなっている、

生成ＡＩのトレンドを踏まえた新たなＤＸ戦略について、議論が深められればと思います。 

 

町田市のＤＸを、タイムリーにスピード感を持って進め、市民サービスと市役所の生産性

の向上につなげられるよう、委員の皆様には、忌憚なくご意見を頂戴できればと思います。 

 

 

＜町田市副市長（CIO）もアバターで登場＞ 
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「町田市デジタル化総合戦略２０２４改定の方向性について」事務局説明 

 

 

【スライド３】 

町田市では、DX のロードマップとしてデジタル化総合戦略を 2021 年に策定し、以降、毎

年度最新化し、昨年度戦略 2024を策定しました。この戦略について、社会状況や戦略の振り

返り等を踏まえ、本委員会でご提言をいただきながら、次期戦略の柱について検討していき

ます。 

 

 
【スライド５】 

戦略 1「クラウドサービスへのシフト」です。 

2024 年度にはクラウドサービス利用率が 100%に達し、外部データセンターを廃止しまし

た。引き続きクラウドサービスファーストを徹底していきます。 
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【スライド６】 

戦略 2「20の基幹業務システム」の標準化です。 

2025年度中に、5つの標準準拠システムが稼働し、既に稼働済みのものと併せて、7つの

システムが稼働予定です。なお、特定移行支援となった 3つのシステムは 2027年度までに

は稼働できる見込みです。 

 

 

【スライド７】 

 戦略 3「DXの推進」です。 

重点施策 1の「トレンド技術の導入」について、トレンド技術である生成 AIの町田市にお

ける歩みをまとめました。 

2023 年度に職員向けに生成 AI を導入し、2024 年度には生成 AI を導入した市民向けサー

ビスを開始しました。 

4月には、市のデジタルサービスの統合的な入り口となる「まちドア」を公開。 

7月には、3Dアバターとチャットしながらオンライン手続きを探せる「AIナビゲーター」を

導入。 

さらに、12月には「議事録サポート AI」を導入しました。これにより、議事録作成にかか

る時間を大幅に短縮することができました。 
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【スライド８】 

 AI技術の導入による成果です。「まちドア」「AIナビゲーター」ともに満足度約 90%と高評

価を得ています。 

2023年 12月から導入している AIエージェントは、四半期毎に順調にアクセス数が増えて

います。 

 

 

【スライド９】 

 重点施策 1のポイントです。 

生成 AIの仕組みという観点では、生成 AIは常にアップデートが必要となります。ま

た、市民や職員向けに個別に生成 AIを導入しているため、管理が難しいということもあり

ます。 
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【スライド１０】 

 「まちドア」の紹介です。 

市のデジタルサービスを一つの Webサイトに統合したもので、アイコンを使った直感的

な操作ができるため、初めての方でも使いやすいものとなっています。 

 

 
【スライド１１】 

 「AIナビゲーター」です。 

3Dアバターとのチャットを通じて市の HP情報や「まちドア」のオンライン手続きを案内

する新しいユーザー体験を提供しています。 
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【12ページ】 

重点施策 2「便利で手間のかからない市役所の実現」です。 

行政手続きのオンライン化は、手続数も申請件数も順調に伸びています。 

一方、オンライン申請の利用率は約 3割にとどまります。市民の利便性や市の生産性を

高めるためにも、利用率の向上が今後の課題です。 

 

 

【13ページ】 

アナログ処理とデジタル処理が混在する保育園入園事務などのフルデジタル化への着手

や、国主導の情報連携システムであるＰＭＨを活用した乳幼児健診の実証などもしてきま

した。これらは前回の本委員会で議論させていただいた DXです。 

また、オンライン窓口予約システムなど、今までデジタル対応していなかった部門にお

ける DXも進めてきました。 
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【14ページ】 

子ども分野におけるオンライン申請利用率です。子ども分野はオンライン申請の利用率

が比較的高いのですが、一部利用率が 1%未満の手続きも存在します。 

これらの申請は、窓口での対面手続きが必須である出生届や転入届などに併せて行うこ

とが多く、オンライン申請単独ではほとんど利用されていません。 

しかし、2024年 8月の法改正により出生届のオンライン化が可能となったことにより、

今後これらの申請の利用率向上も見込めるようになりました。 

 

 

【15ページ】 

今後、子ども関連の手続きがより便利になっていきます。出生届のオンライン化によ

り、児童手当や医療証などもオンライン申請しやすくなり、出生後市役所に行く手間がな

くなります。 

また、乳児健診もあらかじめ設定された日程が通知され、必要な方のみオンラインで日

程変更の申請をしていただきます。これにより多くの方の申請の手間がなくなります。 
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【16ページ】 

保育園入園事務フルデジタル化の進捗です。 

手続きの入口である保育園の利用申込については、ほとんどの方がオンライン申請を利

用されており、多くの方の来庁の手間が削減されています。 

現在オンライン申請受付後のデジタル化についても順調に進んでおり、このデジタル化

により、市役所の内部事務の手間も削減される予定です。 

 

 

【17ページ】 

重点施策 3「データの見える化と利活用」です。 

オープンデータの拡充は進み、年間 100万回以上ダウンロードされています。ただし、

データ分析や活用については、専門知識を要するため、多くの市民や職員にとって、活用

のハードルが高くなっています。 
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【18ページ】 

そこで、市では生成 AIを活用した誰もが簡単にデータの検索や分析ができる新たなデー

タ利活用の仕組み『オープンデータファクトリーまちだ』の構築を始めました。 

この仕組みについては、次回の委員会で議論させていただく予定です。 

 

 
【19ページ】 

開発中の画面イメージです。 

町田市への転入を考えている方が、この仕組みで、引っ越し先の検討を行うなどの活用

を見込んでいます。 
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【21ページ】 

戦略 2024策定後の社会動向です。まずは、生成 AIの動向です。 

現在生成 AIは、Googleなどの検索エンジンに組み込まれ、誰もが日常的に利用するもの

となっています。技術的にも画像・映像・音声などを統合的に扱うマルチモーダル AIの登

場など、急速に進化し続けています。 

 

 

【22ページ】 

国の動向です。6月に閣議決定されたデジタル社会の実現に向けた重点計画において

は、各分野のデジタル化は引き続き推進するとともに、「生成 AIの利活用」を計画の柱に

据え、標準化・共通化・広域化にも注力しています。 
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【23ページ】 

こちらが国の重点計画の概要です。 

AIを主要な取組としていることが確認できます。 

 

 

【24ページ】 

東京都の動向です。 

都は、7月に『東京都 AI戦略』を公表しました。行政課題や労働力不足に対応し、都民

の手取り時間創出、都市の持続的な成長のために、AIを積極的に利活用すると宣言してい

ます。 
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【25ページ】 

こちらが『東京都 AI戦略』概要版です。 

AIを都政のあらゆる場面で利活用するとのことです。 

 

 

【26ページ】 

多摩 26市の動向ですが、DX計画を毎年アップデートしているのは町田市のみとなってい

ます。 
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【27ページ】 

社会動向の振り返りです。 

AIという点に着目すると、最新の DX計画において、国や都も生成 AIを計画の柱としま

したが、町田市の現行戦略では、取組の一部として位置づけるにとどまっています。 

また、生成 AIの進化に応じて、サービスをアップデートし続ける必要があります。 

 

 
【29ページ】 

次期戦略改定の方向性を説明します。 

戦略の振り返りと社会動向からチェックポイントをまとめています。そして、そこから

改定に関わる 3つのエッセンス「生成 AIでサービスをアップデート」「関係機関とのスム

ーズな情報連携」「各種サービスのフルデジタル化」を抽出しました。そして、この 3つの

エッセンスから、次期戦略を策定しました。 

戦略 1 生成 AIを活用し、誰でも便利で簡単に使えるサービスを創出 

戦略 2 標準化・共通化された広域連携サービスを活用し、市民と職員の手間を削減 

戦略 3 一気通貫のデジタル化を推進し、市民と職員の手間を削減 

次期戦略で特筆すべき点は、今まで戦略の中の取組の一つだった生成 AIについて、戦略

の柱として位置付けたことです。 
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【30ページ】 

戦略の関係性を表したイメージです。 

各種サービスのフルデジタル化を行い、そのサービスを関係機関と情報連携し、また、

生成 AIにより、それぞれをアップデートしていくという、 

3層のレイヤー構造となっています。 

 

 
【31ページ】 

現行戦略との関係性です。 

現行戦略 1については、クラウドサービス 100%の達成をもって、戦略としての役目を終

えました。 

そして、現行戦略 2と 3を統合・整理したものが、次期戦略 1、2、3となっています。 
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【32ページ】 

次期戦略の体系です。 

戦略ごとに複数の重点施策を設けています。 

 

 
【33ページ】 

戦略 1の重点施策ごとの取組をこちらにまとめています。 
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【34ページ】 

戦略 2と 3の各取組をまとめたものです。 

 

 
【35ページ】 

町田市が整備を進める生成 AI基盤です。 

バラバラだった市民用と職員用の生成 AIサービスを統合し、同じプラットフォーム上で

提供することで、AIサービスを通じて、市民と職員が同じ情報にアクセスできることとな

り、シームレスなコミュニケーションが可能となるなど様々な効果が期待できます。 

  



18 

 

 
【36ページ】 

AIナビゲーターの未来予測です。 

今後は、デジタルサービスとホームページ情報だけでなく、窓口業務など市のあらゆる

サービスを案内できるようにします。 

 

 
【37ページ】 

また、AIナビゲーターにテキストや音声を通じた対話型のユーザーインターフェイスを

整備し、バーチャル市役所のフロントとします。 

そして、市民の皆様はもちろん、コールセンターや窓口対応を行う職員も、AIナビゲー

ターを利用し、より迅速かつ的確な市民対応を行えるようにします。 
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【39ページ】 

最後に、戦略 2の重点施策 1「関係機関とのスマートな情報連携による DX」とはどのよ

うなものか紹介します。 

現在、町田市の乳幼児医療証は、神奈川県の医療機関窓口では利用することができず、

かかった診療費は一度市民の方に立て替えていただきます。そして、後日市に立て替えた

診療費の請求を行っていただく必要があります。町田市は神奈川県に隣接しており、年間 2

万件以上の立て替え払いが発生しています。 

現在国が主導して進めている医療 DXを活用することで、神奈川県でも町田市の医療証が

使用可能となり、立て替え払いそのものを無くすことが可能となります。 

このように国主導の情報連携システムの活用で、地域の垣根を越えた市民サービスが提

供可能となり、医療機関と市の生産性も向上する効果的な DXが実現できます。  
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 「デジタル化総合戦略２０２４の改訂の方向性について」委員意見概要 

 １  生成 AIでサービスをアップデート                                  

 生成 AI の利活用を今後も推進すべき                                              

〇 国が 6月に閣議決定した「重点計画」では、AIの活用が計画の中心となっている。町

田市が AI戦略を全面に押し出していることは、全国をリードしているとも言え、国の方

針とも合っている。この方向性は維持すべき。 

 

〇 総務省の『自治体における AI利用に関するワーキンググループ報告書』でも、個人情

報のリスク管理を行いながら生成 AIを活用していく方向性が示されており、町田市もこ

れを踏まえるべき。 

 

〇 生成 AIが様々な企業で日常的に利用されるものとなっていくと、どうして行政では生

成 AIをもっと利用しないのか！という状況になると思う。そういう観点でも町田市には

もっと生成 AIの活用を進めて欲しい。 

 

AIナビゲーターは、様々な AI サービスを統合することで、より使いやすくなる                         

〇 従来の IT分野では、データの利活用ツールや生成 AI活用ツールなど分野ごとに ITツ

ールも縦割りだったが町田市の AI ナビゲーターは分野を超えた IT ツールの統合が目指

されている。これが町田市の大きな特色であり、その先進的な取り組みに期待している。 

  

 〇 AI ナビゲーターは、今後、さまざまな AI サービスが乱立する可能性がある中で、市

民側と行政側の生成 AI サービスへの入口を統一し、市民も行政も同じものを見るとい

う設計思想でできている仕組みで、かなり特徴的と言える。実現を目指して欲しい。 

  

 〇 AI ナビゲーターは、生成 AI をうまく使い、市民のデジタルサービスへのアクセスを

良くするというところに主眼が置かれている。今後も取組を進めるべき。 

 

生成 AIを活用する際には、個人情報のリスクを低減しつつ、利便性を最大限に活かすこと

が求められる                                

〇 行政機関では、誰もが利用可能なオンライン AIサービスを使うことはなく、ベンダ

ーと契約し AI用学習データベースを分けることで秘匿性のあるデータを外部に学習さ

せない環境を整備する必要がある。また、回答の正確性を高めるためには、この AI用

学習データベースを用意し、内部での問い合わせやガイドラインに基づいた情報を AI

に学習させることが必要となる。 

 

〇 市民向け生成 AIを安全かつ実用的に使うためには、生成 AIをあくまで選択肢を示す

コンシェルジュとして使い、市のホームページなどに誘導することで、利用者に最終

的な判断してもらう必要がある。町田市は既にこのような使い方をしており、今後も

維持すべき。 
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AIの活用を推進する一方で、対面での対応も大切にし、双方の良さを活かすデザインが求

められる                                    

〇 AI の効果的な利用が期待される領域では、徹底的に AI を活用してサービスを提供す

ることが重要。一方で、対面の方が効果的な場面も存在するため、そこでは人間らしい

濃密な対面体験をデザインすることも大切にして欲しい。 

 

 ２ 関係機関とのスムーズな情報連携・各種サービスのフルデジタル化               

広域的な情報連携サービスを活用することで地域の垣根を超えた住民サービスを提供で

きる                                     

〇 国主導の医療 DXにより、町田市の子ども医療証が神奈川県でも使用できるようになる

ことで、市民・医療機関・市役所の負担が大幅に減ることが見込める。町田市の地域課

題を解決する効果的な DXになるよう進めるべき。 

 

ライフイベントを軸として一連の行政手続きの統合やデジタル化などの検討が重要                                   

〇 家族が亡くなった場合などのライフイベントに必要となる一連の行政手続きを統合し

てデジタル化することが、市民サービス向上に必要な観点である。また、このようなラ

イフイベントという軸で、次に必要となる手続きを、市からプッシュで通知する、後続

の手続きを初回の手続きに統し、手続き自体の手間を無くすなど、プロセスの再検討を

することも重要である。 

 

〇 AIナビゲーターのアクセスログを解析し、こういう検索をしてる人は、こういう検索

も同時にしているなどといったデータを集めていくと、別の観点で行政手続きの統合を

検討できる可能性を期待している。 

 

市の生産性向上には、フルデジタル化が不可欠                                  

 〇 多くの業務プロセスはアナログとデジタルの「ダブルトラック」状態にあり、職員

の作業負担を増加させている。また、デジタル化が進んでいる分野でも、実際にはア

ナログ処理が残っている「まだら問題」も存在する。解決するために、業務のフルデ

ジタル化が必要である。 

 

〇 要介護認定や建設プロジェクト管理など今までデジタル化が進んでいなかった領域

は、アナログからデジタルへの変化量が大きく、市民や職員に DXのメリットを実感し

てもらいやすいため、この領域にももっと踏み込むべき。 

 

DXの目的は、新しいデジタルツールの導入だけではなく、業務全体の見直しを通じて効率

化を図ること                                    

〇 DXを成功させるためには、DX推進部門だけでなく、庁内全体の部署が柔軟な考え方を

持ち、業務を見直すことが不可欠である。 

 

〇 標準化・共通化を契機に、業務プロセスなどの見直しを併せて行うことで、職員の事

務負担を軽減すべき。 
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次期戦略の可能性                                  

〇 生成 AI・情報連携・フルデジタル化の３つの戦略を絡ませることで、業務プロセスを

大きく変えていける可能性があり、市民が実感できる利便性や手間の削減が期待できる。

戦略の取組を進めて欲しい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員会での意見交換全編は、市 HP及び YouTube町田市公式動画チャンネルに掲載しています 

 


